
■質問及び回答

書類名 頁 内容

1
入札説明
書

4 2-1　(7) 業務範囲

その他関連業務において道路整備が含まれております
が、引渡しは本施設引渡と同時でよろしいのでしょうか？
また道路台帳の作成、町道としての告示日は設定されな
いということでよろしいでしょうか？

ご理解の通りです。完了検査
後、町で道路台帳を作成し町道
認定の告示をします。

2
入札説明
書

4 2-1　(7) 業務範囲
初期入居者の募集宣伝業務とは、いつまで行うのでしょう
か。スケジュール表に記載されている募集開始から、PFI
施設引渡しまでという理解でよろしいでしょうか。

提案によります。

3
入札説明
書

4 2-1　(7)
本施設の維持管
理・運営業務

大規模修繕業務について、「費用はサービス対価に含ま
ない」とはどのような意味でしょうか？大規模修繕業務の
対価はどういう位置づけになるのでしょうか。

サービス対価に含まず、事業者
が、実施前に行う調査に基づき、
事業者の提案書記載の金額の
範囲で、別途、町が支払いま
す。

4
入札説明
書

4 2-1　(9) SPCの収入

・ 施設整備に係る対価は「年1回年度末に～」とあります
が、平成27年3月末を第1回とし毎年3月末に元利均等方
式（全25回、最終支払日平成52年3月末）により支払われ
るとの理解でよろしいでしょうか。
・ 維持管理・運営業務に係るサービス対価は「年4回、4半
期末に平準化して支払う」とありますが、平成26年9月末を
第1回とし毎年12,3,6,9月末に支払われるとの理解でよろ
しいでしょか。

支払い時期等については別紙
で示します。

5
入札説明
書

4 2-1　(9) SPCの収入

入札説明書　P-4（９）SPCの収入に記載のあります「概ね５
５％を割賦の対象とするものとする」について、様式集（様
式４－３）における設計・建設費内訳書の１０．初期投資合
計金額の５５％を想定すればよろしいでしょうか。

様式４－３のうち、２と５になりま
す。交付対象事業の確定は国と
調整中です。

6
入札説明
書

4 2-1　(9) SPCの収入
その他関連業務の対価に関する記載がございません。そ
の他関連業務の対価はどのように支払われるのでしょう
か？

その他関連業務のサービス対価
については、全額割賦金に含め
て支払います。

7
入札説明
書

4 2-1　(9) SPCの収入
解体業務において発生する残骸を売却した場合、売却収
入はSPCに帰属するという理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

8
入札説明
書

4 2-1　(9) SPCの収入
施設整備の対価については家賃収入の多寡に関わらず、
提案した金額が同額にて支払われるという理解でよろしい
でしょうか？

事業者提案の家賃総額の９０％
までは、支払が保証されます。

9
入札説明
書

4 2-1　(9) SPCの収入
国からの交付金つき、「概ね45％」と記載されております
が、確定値ではないのでしょうか？提案時には、どのよう
に取扱をするでしょうか？

交付金制度は４５％となっていま
すが、国の財政状況により変動
の可能性があるため、概ね４５％
としています。提案時は４５％とし
ていただき交付金の変動があっ
た場合には、交付決定の確定数
字により契約調整させていただ
きます。

10
入札説明
書

4 2-1　(9) SPCの収入
大規模修繕業務の対価については、物価変動、経済情
勢変動等を支払時に考慮して頂けるのでしょうか？

大規模修繕の発注時に、実施金
額を決定します。提案提出時点
との物価変動等については考慮
します。

11
入札説明
書

4 2-1　(9) SPCの収入

事業の終了が平成51年6月30日となり、施設整備にかかる
サービス対価の支払が年1回年度末となりますと、最終の
施設整備にかかるサービス対価支払は平成52年3月末に
なるのでしょうか。事業終了後、9ヶ月もの間、サービス対
価を受領できないことになりますので、支払方法につき見
直しを頂けませんでしょうか。

別紙で示します。

質問書に対する回答

NO
質問内容

回答
質問項目
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

12
入札説明
書

4
2-1
（10）

事業スケジュー
ル

当初、実施方針（案）の事業計画では、道路拡幅工事は、
本事業に入っておりませんでしたが、今回の入札公告で
は、道路拡幅工事が含まれております。一般的な開発申
請の流れとして、都市計画法29条の申請を行い、道路拡
幅工事等の区画の変更の開発工事を行い検査を受けた
上で、建築確認申請の審査を行うことになると思われま
す。このスケジュールでは平成25年８月１日本施設の建設
工事着工が厳しいと思われますが、今回の申請におい
て、都市計画法第37条による工事完了公告前の建築承
認を受けられるものと考えてよろしいでしょうか。

県の許可が必要ですが、工事が
遅滞なく進められるように協議を
行うものとします。提案は承認を
受けるとして計画して下さい。

13
入札説明
書

4
2-1
（10）

事業スケジュー
ル

施設の引渡日：平成26年6月22日、維持管理業務の開
始：平成26年7月1日と記載されていますが、平成26年6月
23日から6月30日までの管理業務、リスク負担は町で負担
して頂けるのでしょうか。

事業者の負担とします。

14
入札説明
書

8 3-2
募集及び選定の
スケジュールにつ
いて

入札公告発表後、質問が1回しかありませんが、より正確
な入札費用を算出するため、質問回答に対する質問およ
び再質問などを受付けて頂けないでしょうか。

質問を提出頂いた事業者に対
し、ヒアリングを実施します。ヒア
リングの内容と回答については、
後日入札参加表明書提出前ま
でに町のＨＰにて公開します。

15
入札説明
書

8 3-3　(1) 参加資格

運営業務は事業の業務範囲には含まれておりませんが、
運営企業を必ずグループに含むとは、運営業務は事業者
にて提案を行い必須ということでしょうか。運営業務を提案
によるものとするのであれば、運営業務とはどのようなもの
を想定しているのか、運営業務の条件等（できない業務、
行政財産使用料の有無等）をお示し頂けませんでしょう
か。

運営業務は提案によります。運
営業務を行わない場合は、運営
企業の参加は必要ありません。

16
入札説明
書

9 3-3　(1)
ＳＰＣへの出資義
務

Ｐ9「3）入札参加グループ全体の代表企業を選定し、代表
企業は入札業務の窓口企業・ＳＰＣの最大株主となるこ
と。」とあります。ＳＰＣへの出資義務があるのは、代表企業
のみとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

17
入札説明
書

9 3-3　(1) 参加資格

貴町内に本社、本店、主要営業所を持つ企業が参加する
場合、参加企業数に応じて地域加算点が加点されると記
載されておりますが、参加企業数が多ければ多いほど加
点が増えるということでしょうか。その場合、企業数に応じ
た加点はどのような基準で行われるのでしょうか。

町内企業の最大参加企業を満
点とし、その他は、参加企業数
の比率で加点します。

18
入札説明
書

14 3-9　(1) 入札
入札参加者については匿名として審査を行うと記載されて
おりますが、地域貢献点の加算はどのように審査されるの
でしょうか。

事務局で、参加企業数を集計
し、審査委員会に提示します。

19
入札説明
書

14 3-9　(2)
(2)入札書に記入
する金額

一時金とは国からの補助金を指し、金額は本施設整備費
の45％として記載すればよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。おおむね４
５％です。

20
入札説明
書

14 3-9　(2)
入札書に記入す
る金額

「町が支払を保証する家賃の９０％」とは、どのような意味
でしょうか。町は誰に家賃の支払を保証するのでしょうか。

事業者が提案する想定家賃総
額の９０％までの支払いを民間
事業者に保証するということで
す。

21
入札説明
書

14 3-9　(2)
入札書に記入す
る金額

参考として、事業者が提案する家賃を記入するとあります
が、家賃の提案額は審査に影響しないという理解でよろし
いでしょうか。

定住促進の主旨から、設定家賃
の低い企業は高く評価されま
す。

22
入札説明
書

15 3-9　(2)
入札書に記入す
る金額

１②にて割賦手数料を記載しますが、割賦手数料を計算
する際に使用する基準金利はいつの時点のどのような金
利を使用するのかご教示頂けますでしょうか。

「平成24年８月１日午前10時に
公表される東京スワップ・レファレ
ンスレート（T.S.R）としてテレレー
ト17143ページに表示されている
6ヶ月LIBORベース２５年物（円/
円）金利スワップレート」としま
す。

23
入札説明
書

15 3-9　(2)
入札書に記入す
る金額

入札に使用する割賦金利の基準金利につき記載がござ
いませんので、公表願います。

「平成24年８月１日午前10時に
公表される東京スワップ・レファレ
ンスレート（T.S.R）としてテレレー
ト17143ページに表示されている
6ヶ月LIBORベース２５年物（円/
円）金利スワップレート」としま
す。
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

24
入札説明
書

15 3-9　(2)
入札書に記入す
る金額

なお書きに「町が支払を保証する家賃の90％を算定」とあ
ります。施設整備業務に係るサービス対価は貴町より一時
金及び割賦金により支払われることから、入居状況による
収入変動リスクを事業者が負担するものではないとの理解
でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

25
入札説明
書

15 3-9　(3) 入札予定価格
入札予定価格は公表される場合、いつ公表されるのでしょ
うか。

複数企業の参加申請があった場
合、速やかに公表します。

26
入札説明
書

15 3-9　(3) 入札予定価格
入札予定価格に入札書に記載する金額Bが含まれており
ません。

入札予定価格のＡを、本施設整
備業務及び関連業務の対価と
修正します。

27
入札説明
書

15 3-9　(3) 入札予定価格

想定する家賃として42戸をベースとした額が記載されてお
りますが、要求水準書に記載されている40戸とする場合で
も、家賃上限額の変更はできないのでしょうか。（2戸減少
すると事業期間で最大39百万円の家賃収入が減少するこ
とになり、VFMの算定にも大きな影響がでるのではないで
しょうか。）

与条件の中で、民間が定住促進
の主旨を理解した工夫と、提案
を求めていますので、家賃上限
額は、変更しません。

28
入札説明
書

17 3-10　(1)
事業者審査委員
会

地方自治法では、総合評価一般入札の場合、審査員に
学識経験者2名以上が必要とされておりますが、規定は充
足されているのでしょうか。

大学教員及び、神奈川県の職
員を学識経験者としての位置づ
けとしておりますので、規定は充
足していると考えます。

29
入札説明
書

19 3-14　(3) 契約保証金
本施設の維持管理・運営業務に係る業務委託契約の契
約保証金（保証事業会社の保証等）は求めないと考えて
よろしいでしょうか？

ご理解の通りです。

30
入札説明
書

21 4-1
SPCの権利義務
に関する制限

SPCが資金調達を行う際に金融機関に対し事業契約上の
地位譲渡・担保提供、SPC株式の譲渡担保提供、債権譲
渡・質権・担保提供を行う際は、貴町より承諾を得られると
の理解でよろしいでしょうか。

譲渡の条件を精査したうえで、
承認の可否を判断します。事業
の継続を危うくするような場合
は、承認しない場合もあります。

31
入札説明
書

25 別紙
リスク分担表　住
民対策リスク

提案内容に関し、住民の理解が得られない場合のリスクは
SPC負担となっておりますが、提案の採用を決定するのは
貴町であることから、SPCにて負担できるものではなく、町
負担に変更して頂けませんでしょうか。

原案の通りとします。
なお、契約締結時の協議により
決定することを想定します。

32
入札説明
書

25 別紙
リスク分担表　入
居率リスク

入居率の多寡に関わらず、施設整備にかかるサービス対
価はお支払頂けるという理解でよろしいでしょうか。

事業者が提案する想定家賃総
額の９０％までは、保証します。

33
入札説明
書

25 別紙
議会の議決に付
すべき契約の締
結

町とSPCの間で事業契約の効力が生じるに至らなかった
場合、費用は各自負担とされておりますが、別紙のリスク
分担表には、議会の議決が得られない場合のリスク負担
者は「町」と記載されております。どちらが正しいのでしょう
か。

記載の通りです。町とＳＰＣが合
意し、議会に提出した契約が認
められない場合に限って町が負
担します。

34
入札説明
書

26 別紙
リスク分担表　事
業終了リスク

町帰責による事業契約終了手続にかかる費用負担は町
負担として頂けませんでしょうか。

原案の通りとします。
なお、契約締結時の協議により
決定することを想定します。

35
入札説明
書

26 別紙
リスク分担表　瑕
疵リスク

瑕疵担保期間終了後の瑕疵リスクについてSPCで負担す
るとなると、事業期間終了後もSPCを清算することができま
せん。瑕疵担保については法令の範囲内の負担に変更し
て頂けませんでしょうか。

契約の有効期間は、事業期間終
了までです。

36 様式集 1 －
様式のサイズ確
認

様式4-6（長期収支計画書）はＡ３サイズ、様式4-7（資金
調達計画）はＡ４サイズとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

37 様式集 1 － 設計図書
設計図書類の提出は両面でＡ３版との理解でよろしいで
しょうか。

ご理解の通りです。

38 様式集 1 －
提案書綴じ込み
方法

ウ　提案書類（二次審査申請時の提出書類）1）「提案書は
Ａ３版横長左綴じ」とありますが、「Ａ４版縦長左綴じ」との
理解でよろしいでしょうか。ご理解のとおりです。

「Ａ４版縦長左綴じ」と訂正しま
す。

3



■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

39
要求水準
書（案）

3
第３　１
(1)

地域優良賃貸住
宅整備事業対象
要綱に基づく山北
駅北側定住促進
住宅の整備業務

既存の下水道配管の敷設替え（上水道の敷設替えを含
む）が必要な場合、事業者の業務範囲になるのでしょう
か。

業務範囲です。町内業者の利用
を期待します。

40
要求水準
書（案）Ｐ4

4
第3　１
(2)

本施設の維持管
理・運営業務

本事業はプロパンガスのエリアと思われますが、プロパン
ガスの供給業務は事業者の業務範囲になるのでしょうか。

業務範囲です。町内業者の利用
を期待します。

41
要求水準
書（案）

4
第3　１
(2)

本施設の維持管
理・運営業務に関
して

業務内容（2）⑬本施設の大規模修繕業務に関して費用
はサービス対価に含まないとの事ですが、大規模修繕発
生時に別途お支払い頂けるとの認識でよろしいでしょう
か。

ご理解の通りです。

42
要求水準
書（案）

4
第3　１
(2)

本施設の維持管
理・運営業務に関
して

業務内容（2）⑭初期入居者の募集宣伝業務とは具体的
にどのような業務にあたるのでしょうか。ご教授ください。

募集提案業務の内容や方法に
ついては、事業者のご提案の内
容によります。

43
要求水準
書（案）

6
第3　3
（1）

関係法令等

都市計画法(第33条)により開発面積×3％の公園、緑地
及び広場が義務付けられますが、本計画地の南西にある
『山北町鉄道公園』を都市計画法に定める『当該敷地の周
辺に相当規模の公園、緑地又は広場』として取り扱いをし
てよろしいのでしょうか。

都市計画法上の公園について
はご理解の通りです。なお、本
事業のコンセプトを踏まえて、適
切な緑地等を確保されることを
期待します。

44
要求水準
書（案）

6
第3　3
(2)

参考基準等

「実施方針質疑回答・質問書回答（2）№6で、本事業に必
要と想定される根拠法令等の中に参考基準等が示されて
おりますが、この回答はこの参考基準等は参考であり、事
業者が作成する特記仕様書を補完するものと考えてよろし
いでしょうか、との質問に対し、ご理解の通りです。との回
答がありました。この回答は有効との理解でよろしいでしょ
うか。

ご理解の通りです。

45
要求水準
書（案）

10 第4　1 事業用地の範囲
「事業用地内において住宅の整備及び関連業務を行う」と
ありますが、商業施設整備用地との境界について、いつご
ろ資料をお示しいただけるのでしょうか。

５月末までに町ＨＰにて公表しま
す。

46
要求水準
書（案）

10 第4　4 家賃設定
入居率が低迷し、提案した大規模修繕積立金が計画の金
額に達しない場合でも、大規模修繕費用は計画の金額を
お支払頂けるという理解でよろしいでしょうか。

大規模修繕予定年度前の調査
により、実施金額を決定します。

47
要求水準
書（案）

11
第4　5
（1）

住宅
住戸専有面積が「程度」とありますが、許容範囲（上限、下
限）についてご教示願います。

住戸面積は３タイプとして、面積
については具体的な上下限の
定めませんので、適正と考えら
れる面積を提案してください。

48
要求水準
書落札者
決定基準

11
第4　5
（1）

住宅、要求水準Ｐ
3　4.（2）価格点の
算定の方法

要求水準では住戸数が程度との記載です。戸数は価格
点に考慮されるのでしょうか。もしくは戸数に関係なく、最
も価格の低いグループが価格点満額の30点を付与される
のでしょうか。

定住促進の観点から戸数は評
価の対象となります。落札者決
定基準を一部修正します。

49
要求水準
書（案）

11
第4　5
（1）

住宅
「入居者等の福利施設として」とありますが、定住促進の主
旨を踏まえた施設（集会所など）、との理解でよろしいで
しょうか。

ご理解の通りです。
なお、要求水準書のコンセプトを
踏まえた提案を期待します。

50
要求水準
書（案）

11
第4　5
（2）

付帯施設等
各戸１台分設置する駐車場については、機械式駐車場の
提案も可能なのでしょうか。

本町の利用特性から勘案すると
平面式が望ましいと考えますが、
施設計画上やむを得ない又は
効果的と考えられる場合には、こ
れを排除するものではありませ
ん。

51
要求水準
書（案）

11
第4　5
（2）

付帯施設等
駐車場ついて、町道166号から直接駐車できる設置として
もよろしいでしょうか

ご理解の通りです。

52
要求水準
書（案）

11
第4　5
（2）

付帯施設等 駐輪場は、２段式駐輪場としてもよろしいでしょうか ご理解の通りです。

53
要求水準
書（案）

12
第5　1
（2）

測量調査
測量調査において添付図③の地籍図を利用させていた
だいた上で、その他の測量調査を行うと考えてよろしいで
しょうか。

５月末までに町ＨＰにて公表しま
す。
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

54
要求水準
書（案）

12
第5　2
（2）

設計業務遂行に
あたっての基本
的事項、事業契
約（案）　第24条・
第26条

「住宅の杭については、町が提示する近隣のボーリング
データを参考に、必要があれば、事業契約後に事業者が
自ら行う地質調査に基づき適切に計画するものとする」と
ありますが、添付図⑨のJR近接工事影響範囲に杭が入る
場合も想定されますので、事前に地質調査をお願いでき
ないでしょうか。もしくは設計変更が伴った場合のリスクとし
て追加費用は町の負担としていただけないでしょうか。

提案前の地質調査を可能として
います。
またＪＲ近接工事範囲については
添付図⑨の通りですが、杭が入
ることに関しては、ＪＲとの近接工
事の調整が必要になると考えま
すが、計画自体への問題はあり
ません。

55
要求水準
書（案）

13
第5　3
(1)

敷地計画
商業施設整備計画との整合を図るとありますが、商業施設
整備計画はいつ公表されるのでしょうか。

山北駅北側元気づくりプラン実
施計画概要版を５月末に公表し
ますので、それを参照下さい。

56
要求水準
書（案）

14
第5　3
（4）

住戸計画
遮音性能、「重量衝撃音対策等級2」とありますが、「相当
スラブ厚15ｃｍ以上」とさせていただいてよろしいでしょう
か。

日本住宅性能表示基準の通りで
す。

57
要求水準
書（案）

14
第5　3
（6）

設備計画
消防対応インターフォンとありますが、自動火災報知機連
動インターフォン、防災用インターフォンと考えてよろしい
でしょうか。

ご理解の通りです。消防機関へ
通報する設備ではありません。

58
要求水準
書（案）

15
第5　3
（7）

台所・調理器具
計画

「調理器具の熱源は、ガス・電気双方が可能な設備とする
こと」とありますが、どちらか1方にさせていただくことは可
能でしょうか

要求水準書の記載の通りです。

59
要求水準
書（案）

16
第5　4
（2）

外構等
「雨水流出を抑制する提案を行うこと」とありますが、抑制
量や方法などについて基準となるものはあるのでしょうか。

町の基準はありませんが、極力
抑制する努力をして下さい。

60
要求水準
書（案）

16
第5　4
（2）

外構等
敷地内雨水について、雨水抑制後の放流先は、
計画地東端の水路でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。添付図⑥
を参照して下さい。

61
要求水準
書（案）

16
第5　4
（2）

外構等

山北町開発指導要綱(第2節公園・緑地第30条)に「計画
戸数が20戸以上の中高層住宅を建設する場合は、計画
人ロ1人当たり3平方メートル以上の公園を設置するものと
する。」とあります。
本計画の住戸数を40戸と想定した時40戸×3.6人＝144
人（3.6人については、山北町開発指導要綱(第9条計画
人ロ)より）となり、144人×3平方メートル=432平方メートル
の公園が必要となりますが、要求水準の通り、「児童遊園
は提案によるものとし、必須とはしない」となっておりますの
で必須ではないと考えてよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。本項目につ
いては、要求水準書を優先しま
す。

62
要求水準
書（案）

16
第5　4
（2）

外構等

山北町開発指導要綱(第7節清掃施設第49条)において計
画戸数10戸に1箇所の割合で5㎡以上とするとあります。
すなわち本計画の場合40戸と想定すると40戸=20㎡のご
み置き場設置という事になります。しかしながら、要求水準
による一と「1戸あたり0.2㎡以上を確保する事」となり40戸
=8.0㎡12㎡の面積差があります。
どちらを優先したら宜しいのでしょうか。

ご理解の通りです。本項目につ
いては、要求水準書を優先しま
す。

63
要求水準
書（案）

16
第5　4
（2）

外構等
「建築解体-撤去を行うこと」とありますが、現地を見る限り
（外観）、アスベスト発生の可能性が高いと思われますの
で、事前調査をして頂くことは可能でしょうか。

現在建物は利用中のため、アス
ベスト調査は選定事業者により
実施して頂きます。なお、アスベ
ストが発生した場合は、別途調
整します。

64
要求水準
書（案）

16
第5　4
(3)

道路等
町道166号線の整備に伴い設置する防犯灯の電気料金
の支払いについては、事業者の業務範囲外との理解でよ
ろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

65
要求水準
書（案）

16
第5　4
(3)

道路等
道路、歩道の拡幅、整備について、詳細な条件等の指定
はないのでしょうか。全て事業者の提案によるものなので
しょうか。

５月末に町ＨＰにて公表します。

66
要求水準
書（案）

16
第5　4
(3)

道路等
道路台帳の作成は貴町にて行い、町道としての告示日は
設定されないということでよろしいでしょうか？

ご理解の通りです。完了検査後
町で道路台帳を作成し町道認定
の告示をします。

67
要求水準
書（案）

17 第6
建設及び維持管
理等に関する条
件

要求水準書案に記載された内容と事業契約書案（34条、
38条他）に記載されている内容に齟齬があります。どちら
が正しいのでしょうか。

事業契約書が上位文書となりま
す。
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

68
要求水準
書（案）

17 第6　2
開発許可申請業
務

「対象地域の区域については隣接商業用地との関係か
ら、一体的に申請業務を実施するものとする。」とあります
が、開発申請及び開発工事において、商業施設スケ
ジュールが遅れ、それに伴い本業務スケジュールも遅くな
り、引渡日等が延びた場合、本業務に対するペナル
ティーは、免除されるという考えでよろしいでしょうか。ま
た、追加費用等が発生した場合は、認めて頂けると考えて
よろしいでしょうか。

開発許可申請時に商業施設の
計画の詳細が確定していない場
合でも、本業務スケジュールは
予定通り実施可能と考えます。ま
た遅延した場合にも事業者にペ
ナルティは課しません。

69
要求水準
書（案）

17 第6　2
開発許可申請業
務

開発の申請において隣接商業用地と一体的に申請業務
を行うとありますが、申請費用については商業用地分の費
用は町が負担していただけるのでしょうか。又、商業用施
設のスケジュール変更時においては申請に係る追加費用
は町側でご負担いただけるとの理解でよろしいでしょうか。
またその場合、本事業のスケジュール遅延についてもお
認めいただけませんでしょうか。

申請費用は一体で事業者負担
と考えてください。商業施設と住
宅とのスケジュールは別扱いで
考えてください。

70
要求水準
書（案）

17 第6　2
開発許可申請業
務

開発の申請において隣接商業用地と一体的に申請業務
を行うとありますが、商業施設を行う企業と事業者との調整
については町でご対応いただけるとの理解でよろしいで
しょうか。また、商業用地のテナントが決まらなかった場合
の対応についてご教示願います。

事業者調整は町が行い、商業事
業者が決まらなかった場合も町
で調整を行います。

71
要求水準
書（案）

17 第6　2
開発許可申請業
務

町道１号線は解体工事以降の工事となり、工程日数を要
するのと同時に完了整備をしても本体工事で重機搬入等
により破損の恐れがあります。そこで、既存建物解体及び
道路拡幅工事が開発工事であると前提した場合、町道１６
６号線拡幅工事及び解体工事完了をもって制限解除をお
認めいただけませんでしょうか。

県の許可が必要ですが、工事が
遅滞なく進められるように協議を
行うものとします。提案は承認を
受けるとして計画して下さい。

72
要求水準
書（案）

19 第6　7
維持管理・運営に
関する条件

「⑧共用部分の光熱水費の負担については、家賃に含ま
れており町が負担する」とありますので、事業者負担では
ないとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

73

要求水準
書（案）実
施方針　質
疑回答

19 第6　7
現状復旧工事の
費用負担

実施方針　質疑回答（1）Ｐ2　一番下「通常の賃貸契約と
同様、居住者の責にかかるものは、居住者が負担、その
他は維持管理・運営業務委託費の中で負担していただき
ます」とあります。他方、要求水準書（案）Ｐ19　7　維持管
理・運営に関する条件⑥　「入居者の退去に伴う現状復旧
に関しては、入居者負担と、町の負担を明確にし、復旧計
画を作成し、町に提出する。現状復旧費の見積を行うこ
と」とあります。現状復旧費は、町、事業者のどちらが負担
するのでしょうか。

要求水準書が上位文書ですの
で、書面の通り「入居者の退去
に伴う現状復旧に関しては、入
居者負担と、町の負担を明確に
し、復旧計画を作成し、町に提
出する。現状復旧費の見積を行
うこと」とします。
従いまして、現状復旧費は、入
居者と町の負担となりますが、復
旧作業は事業者が実施するもの
となります。

74
要求水準
書（案）

23 － 添付図③‐④
住宅整備用地2,329㎡、商業整備用地675㎡、道路拡幅
部363㎡分の境界が明示された、敷地測量図面及びデー
タを提示していただけませんでしょうか。

５月末までに町ＨＰで公表しま
す。

75
要求水準
書　添付図
④

24 － 道路整備
現在、町道１号沿いの撤去住宅前に水路が設置されてい
ますが、添付図④には表層の整備とありますが、道路拡幅
に伴い水路の拡幅側への移設をする必要がありますか。

歩車道境界の車道側に移設して
頂く形となります。

76
要求水準
書（案）

－ － －
その他関連業務に関する要求水準は設定されないので
しょうか。

その他関連業務のうち、町道の
整備に関しては、仕様を５月末
に町ＨＰで公表します。その他の
関連業務のうち残りの業務につ
いては、特に要求水準を設定し
ません。

77
要求水準
書（案）

－ － －
大規模修繕業務に関する要求水準は設定されないので
しょうか。

事業者の提案によります。

78
落札者決
定基準

4 別表
地域経済への配
慮

地場企業とは、入札説明書3-3 7)*に記載されている企業
のみでしょうか。営業拠点を有していることを満たせば、加
点されるということでしょうか。

入札説明書に記載する企業の
みとなります。また、後段につい
てもご理解の通りです。
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

79
基本協定
書（案）

1 － 前文
「乙」の定義が代表企業なのか、構成企業全てなのかが
不明確であり、修正頂けませんでしょうか。

委任を受けた代表企業です。

80
基本協定
書（案）

1 － 「乙」の定義 「乙」とは代表企業であるとの理解でよろしいでしょうか。 ご理解の通りです。

81
基本協定
書（案）

3 第10条 救済措置
基本協定の解除は事業契約の契約解除事由に該当する
のでしょうか。

事業契約の契約解除事由には
該当しません。

82
事業契約
書（案）

3
第一条、
第五条

総則、規定の適
用関係

第一条 1項に示される入札説明書について、第五条規定
の適用関係における、実施方針（案）および回答の位置付
けは、入札説明書等に含まれるとの理解でよろしいでしょ
うか。

入札説明書が上位文書であり、
実施方針（案）に対する回答は
有効です。

83
事業契約
書（案）

3
第二条
三

施設の引渡日
施設の引渡日が空欄となっていますが、入札説明書5頁
に記載のとおり「平成26年6月22日」との理解でよろしいで
しょうか。

基本的には、ご理解のとおりで
すが、提案により、引渡し日を早
めることを認める入札になってい
ます。提案によります。

84
事業契約
書（案）

3 第二条 事業日程
「施設の引渡日」→「PFI施設の引渡予定日」ではないで
しょうか。

ご指摘の通り、事業契約書（案）
を修正します。

85
事業契約
書（案）

3 第二条 事業日程
その他関連業務のスケジュールは記載されないのでしょう
か。

事業者の提案によります。

86
事業契約
書（案）

3 第四条 事業の概要
「山北町北側定住促進住宅施設」の解体業務ではなく、
既存建物の解体業務ではないでしょうか。

ご指摘の通りですので修正しま
す。

87

入札説明
書および事
業契約書
（案）

4 第六条
契約保証金の期
間

入札説明書Ｐ19（3）「ＳＰＣは施設整備業務の対価に相当
する金額（割賦手数料を除く）の100分の10以上の額の契
約保証金を事業契約同時に納付しなければならない。た
だし、ＳＰＣは、建設工事の履行を確保するため、契約保
証金に代わり担保となると町が認めた有価証券等の提供
又は、事業契約締結の日から本施設の引渡予定日までを
期間として、施設整備業務の対価に相当する金額の100
分の10以上について、町を被保険者とする履行保証保険
契約を締結することによってこれに代えることができるもの
とする。」とあり、他方、事業契約書（案）Ｐ4第6条の２（契約
の保証）では「管理者等は、選定事業者と[]との工事請負
契約について、当該契約の締結と同時に、当該契約の不
履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険を締結
することを条件として、契約保証金の納付を免除すること
ができる」とあります。履行保証の開始時期について下線
部分で相違しておりますが、工事請負契約の締結時期は
事業契約よりも遅くなり、その間の保証がないため、入札
説明書の記載どおりＳＰＣが町に対し施工企業を保証人と
した履行保証保険を事業契約締結時から施設引渡日まで
付保する、との理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

88
事業契約
書（案）

4 第六条1 サービス対価
ここでいう「サービス対価」とは、「施設整備に係るサービス
対価」でしょうか。

施設整備・維持管理運営の総額
です。

89
事業契約
書（案）

4 第六条 　契約の保証
サービス対価総額とは大規模修繕業務の対価は含まれな
いという理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

90
事業契約
書（案）

4
第六条
第六条
の二

契約の保証

第6条　４項に記載の「サービス対価総額」とは「施設整備
費に係るサービス対価総額」との理解でよろしいでしょう
か。
また、６条の１項を行うことで６条が免除されるのと同様に、
6条を行うことで6条の１項が免除されるとの理解でよろしい
でしょうか。

サービス対価総額は、施設整備
と維持管理費の総額です。

91
事業契約
書（案）

5 第十条
事業用地等の引
渡

貴町からの事業用地の引渡が遅れた場合の規定はどのよ
うになるのでしょうか。また既存建物に関わる立ち退き協
議、用地買収等は完了しているのでしょうか。

事業用地の引き渡しは、２５年３
月までに行うことで、関係者との
協議調整中です。

7



■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

92
事業契約
書（案）

5 第十条
事業用地等の引
渡

平成○年○月○日について、事業契約締結日との理解
でよろしいでしょうか。

別途、落札者と契約締結までに
定めます。なお、隣接地権者の
移転退去については来年３月ま
での期間で調整中です。

93
事業契約
書（案）

5 第八条 資金調達
本事業では、交付金の支払を伴う事業ですので、町が想
定している交付金相当額について、町の責任及び費用負
担でお支払頂く旨を規定して頂けますでしょうか。

町が想定している交付金相当額
については、町の責任において
選定事業者に支払います。ただ
し、町が想定する交付金が国か
ら交付されない場合、不足分
は、割賦分に含み支払うことにな
ります。

94
事業契約
書（案）

6
第十四
条１

「務要求水準書」は「“業”務要求水準書」の落丁でしょう
か。

「要求水準書」の間違いですの
で、事業契約書（案）を訂正しま
す。

95
事業契約
書（案）

6
第十三
条

業務要求水準書
の変更

業務要求水準書→要求水準書ではないでしょうか。
ご指摘の通りですので修正しま
す。

96
事業契約
書（案）

7
第十五
条

近隣住民に対す
る説明及び環境
対策

「JR東海株式会社」→「東海旅客鉄道株式会社」ではない
でしょうか。

ご指摘の通りですので修正しま
す。

97
事業契約
書（案）

8
第十八
条

PFI施設の建設

業務要求水準書の定めるところにより、施工計画書その他
必要な書類を提出することと規定されておりますが、施工
計画書とは、建設業務計画書を指すのでしょうか。またそ
の他必要な書類とは、どこに記載されているのでしょうか。

施工計画書は、建設業務計画
書の一部になりますので、別のも
のです。

98
事業契約
書（案）　様
式集

8
第十七
条

設計に関する第
三者の使用、様
式2-3　応募グ
ループ構成企業・
協力企業一覧表

事業契約書（案）第17条では、「選定事業者は、管理者等
の承諾を受けた場合に限り、設計の全部又は一部を次に
掲げるもの（以下、「構成企業」という。）以外の第三者に委
託し、又は請け負わせることができる。他方、様式2-3では
「構成企業」の押印となっております。構成員と構成企業
の定義について教えていただけませんでしょうか。

構成員と構成企業は同一の意
味となります。

99
事業契約
書（案）

9
第二十
一条

中間確認、報告
等

1項「管理者などは、7日前までに、選定事業者に対して、
中間確認を実施する旨を通知するものとする。」とありま
す。7日前ではスケジュールの調整および資料作成準備
などで対応が難しい可能性が高いため、最低でも14日前
までとしていただけますと助かります。
また事業契約書（案）に記載された日程については全て
営業日（例：7日は7営業日）との理解でよろしいでしょう
か。

原案の通りとしますが、契約締結
時に協議して決定することも想
定します。
後段については、ご理解の通り
です。

100
事業契約
書（案）

9
第二十
二条

工事の中止

4項「当該協議において工事を施工できない事由が発生し
た日から○日を経過しても協議が整わないときは、管理者
等は事業の継続についての対応を定め、選定事業者に
通知する。」との記載があります。「○日」については選定
事業者と管理者等の協議により今後決定されるとの理解
でよろしいでしょうか。

３０日とし、訂正します。

101
事業契約
書（案）

10
第二十
三条

事業用地等が不
用となった場合の
措置

本事業において、工事の完成により事業用地が不用とな
る場合があるのでしょうか。あるとすればどのような場合が
本条のケースに該当するのでしょうか。

提案により、工事に必要な町有
地などの利用が行われる場合な
どが万が一、発生した時の規定
です。

102
事業契約
書（案）

10
第二十
五条

引渡予定日の変
更

必要なに費用に金融費用も含まれるという理解でよろしい
でしょうか。

ご理解の通りです。

8



■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

103
事業契約
書（案）

11
第二十
八条

工事の施工につ
いて第三者に及
ぼした損害

「工事の施工に伴い通常避けることのできない騒音、振
動」の理由により第三者に損害を及ぼした場合でも、選定
事業者が損額を負担するとなっていますが、他案件では、
事業者に過失が無い場合は通常避けることの出来ない騒
音、振動は損額賠償から除外されていると思料します。事
業契約書を「通常避けることの出来ない騒音、振動は含ま
ない」と変更して頂けないでしょうか。

騒音・振動は選定事業者が工事
を行う際、発生させるものです。
選定事業者は、当然それにより、
発生する第３者の損害を防ぐ処
置を行う義務があります。それを
怠ることは、過失もしくは未必の
故意にあたると考えられ、選定事
業者の責任はまぬがれないのが
原則と考えますが、県及び町の
事例等を勘案し、契約締結時の
協議により決定することを想定し
ます。

104
事業契約
書（案）

12
第三十
条4

建設期間中の不
可抗力による損
害

「施設整備に係るサービス対価の100分の1」までは選定
事業者の負担と読み取れますが、この金額は消費税及地
方消費税を含まないとの理解でよろしいでしょうか。

入札説明書記載のとおり、提案
サービス対価には消費税等が含
まれています。

105
事業契約
書（案）

12
第三十
条

注意書き

「合理的な損害負担のあり方について更に検討する。」と
ありますが、選定事業者の負担額が増加した場合、事業
収支に影響を与え資金調達にも大きな影響が出ることか
ら、事業契約に規定された負担割合として頂けないでしょ
うか。

注は削除いたします。

106
事業契約
書（案）

12
第三十
条

建設期間中の不
可抗力による損
害

天災等が発生した場合、第三十条4項の規定と第二十二
条5項のどちらが適用されるのでしょうか。

両方とも、天災等が発生した場
合に適用されるものですが、２２
条は、事業継続の協議、３０条は
損害額の算定について規定する
もので、それぞれ区別して運用
するものです。

107
事業契約
書（案）

12
第三十
条

建設期間中の不
可抗力による損
害

3項において、損害による費用の負担を管理者に請求でき
るとされておりますが、4項では管理者は施設整備にかか
る対価の1/100を越える額を負担するという内容で一致し
ておりません。

記載の通りです。それぞれの規
定している内容としては、３項
は、損害が発生した際の選定事
業者側の請求権の設定の条項
で、４項は管理者が負担割合が
99/100であることを規定した条
文ですので、矛盾はありません。

108
事業契約
書（案）

12
第三十
条

建設期間中の不
可抗力による損
害

注書に合理的な損害負担のあり方について、更に検討す
ると記載されておりますが、リスク分担上、重要な事項です
ので、検討結果の開示時期につきご教示下さい。

注は削除いたします。
なお、契約締結時の協議により
決定することも想定します。

109
事業契約
書（案）

12
第三十
条

建設期間中の不
可抗力による損
害

6項「（注）管理者等と選定事業者の合理的な損害負担の
あり方について、更に検討する。」とありますが、不可効力
の損害負担はその都度状況により、管理者等と選定事業
者で事業契約書（案）以外の負担割合についても協議が
可能との理解でよろしいでしょうか。

注を削除し、条文の通りの規定と
します。
なお、契約締結時の協議により
決定することを想定します。

110
事業契約
書（案）

12

第三十
条および
第四十
一条

不可抗力が発生
した際の１％ルー
ルの金額

第30条（建設期間中の不可抗力による損害）および第41
条（維持管理・運営期間中の不可抗力による損害）に記載
の「サービス対価」にはファイナンスを含めていただいてよ
ろしいでしょうか。不可抗力により契約内容が変更になる
場合、事業契約、融資契約・請負契約・委託契約の修正
が必要となり弁護士費用等がＳＰＣに発生するためです。

ＳＰＣのハードの損害以外の損
害は含みません。
原案どおりとしますが、契約締結
時の協議により決定することを想
定します。

111
事業契約
書（案）

12
第三十
一条

選定事業者が行
う完工検査

2項「選定事業者は、前項の完工検査を行おうとする場合
には、その7日前までに、完工検査を行う旨を管理者等に
対して通知しなければならない」とあります。７日前ではス
ケジュールの調整が難しい可能性もあるため、最低でも14
日前までとしていただけませんでしょうか。

原案の通りとしますが、契約締結
時に協議して決定することも想
定します。
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

112
事業契約
書（案）

13
第三十
二条

管理者が行う完
工検査

完工検査とは、要求水準書案に記載されている完了検査
を指すのでしょうか。また条文中に業務要求水準書で定め
る書類と記載されておりますが、要求水準書案には記載さ
れておりませんので、開示をお願いします。

ご理解の通りです。
必要な書類については、契約締
結時の協議により決定します。

113
事業契約
書（案）

14
第三十
五条

瑕疵担保

「住宅の品質確保の促進に関する法律」では瑕疵担保は
瑕疵担保について請求できる期間は10年と定められてお
り、その期間を越えた請求規定については削除いただけ
ませんでしょうか。

法規定です。ただし、悪質な故
意による瑕疵の場合は、事業期
間中、担保していただきます。

114
事業契約
書（案）

15
第三十
八条

業務報告
報告作成書の期間が要求水準書案及び維持管理のサー
ビス対価の支払のスケジュールと異なっておりますので、
見直し頂けませんでしょうか。

要求水準書（案）p.20　８(3)の記
載の「６ヶ月」に修正します。
サービス対価の支払い承認は、
月次報告でおこない、６か月おき
には、経営・業務等を含む報告
書とご理解ください。

115

事業契約
書（案）およ
び要求水
準書（案）

15
第三十
八条

業務報告、維持
管理・運営報告
書の提出

事業契約書（案）第38条（業務報告）２項「選定事業者は、
業務要求水準書の定めるところにより、6月毎に業務報告
書を作成し、管理者等に提出しなければならない」とありま
す。他方、要求水準書Ｐ20（3）維持管理・運営時②「事業
者は、月次で維持管理運営報告を作成し、報告書を町に
提出する」とあります。業務報告書と維持管理運営報告書
は同一書類であり、月次で町へ提出するとの理解でよろし
いでしょうか。

同一書類ではなく、それぞれ別
に提出して頂きます。

116
事業契約
書（案）

15
第四十
条３

第40条3　維持管
理・運営期間中
の不可抗力

「履行義務を免れた期間に対応するサービス対価」とあり
ますが、「維持管理・運営業務に係るサービス対価」との理
解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

117
事業契約
書（案）

16
第四十
一条３

不可抗力による
損害

「維持管理・運営に係るサービス対価の1年分の100分の
１」とありますが、消費税及び地方消費税は含まないとの
理解でよろしいでしょうか。第42条5項も同様です。

消費税等を含みます。

118
事業契約
書（案）

15
第四十
二条

第三者の責に帰
すべき事由による
PFI施設の損害

第三者の責に帰すべき事由によるPFI施設の損害にて第
三者を知る事が出来なく、損害を請求できない費用につ
いて選定事業者が維持管理・運営に係るサービス対価の
1年分の100分の1を負担しなければならないということは、
不可抗力事項を含めると選定事業者への負担が大きくな
り、毎年度、維持管理・運営費用の100分の1を入札費用
に含める事となります。その結果、入札金額が増加し貴町
の負担が増加することが考えられる為、第三者による損害
及び不可抗力における選定事業者負担を無くして頂けな
いでしょうか。

原案の通りとしますが、契約締結
時に協議して決定することも想
定します。

119
事業契約
書（案）

15
第四十
二条

PFI施設の損害
選定事業者に過失が無い限り、第三者帰責による施設の
損害賠償については施設所有者である町の責任、負担に
おいて行うものではないでしょうか。

記載の通りとします。

120
事業契約
書（案）

17
第四十
四条３

サービス対価
「履行義務を免れた期間に対応するサービス対価」とは、
「維持管理・運営業務に係るサービス対価」との理解でよ
ろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

121
事業契約
書（案）

17
第四十
七条

施設整備に係る
サービス対価の
支払

「地域優良賃貸住宅」の建設に関する国の交付金の充当
を予定されているとのことが、事業契約上においても、そ
の旨の規定と支払方法についての規定をお願いできます
でしょうか。

地域優良賃貸住宅の建設に関
する国の交付金の充当は確実
に行いますが、規定について
は、契約交渉により決定します。

122
事業契約
書（案）

17
第四十
七条

施設整備に係る
サービス対価の
支払

「別に定めるところにより」とありますが、事業契約書内に該
当する箇所がありません。収支計画を策定する上で必要
ですので、支払方法、支払時期等をご提示して頂けない
でしょうか。

別紙で示します。
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

123
事業契約
書（案）

17
第四十
七条

施設整備に係る
サービス対価の
支払

第2項に「別に定めるところにより」と記載がありますが、交
付金の額についても事業契約時には確定されますでしょ
うか。

交付金の交付決定時期は前年
度の年末の要望に対して、当該
年度の４月頃に内示決定されま
す。よって、本年度の事業契約
締結時は交付金の確定はされて
いませんので、交付金が決定さ
れた時点で契約変更を想定して
います。

124
事業契約
書（案）

17
第四十
七条

施設整備に係る
サービス対価の
支払

サービス対価の支払規定につき開示をお願いします。「別
に定めるところにより」とはどのような形態で開示されるの
でしょうか。

「別に定めるところにより」を、「請
求書を受け取った日より３０日以
内に」、に変更します。

125
事業契約
書（案）

17

第四十
七条、第
四十八
条

施設整備に係る
サービス対価の
支払、
維持管理・運営に
係るサービス対
価の支払

サービス対価の支払いについては別に定める、とあります
がどのような支払方法になるのでしょうか。事業者が収支
計画を検討する上で、請求書提出から何日以内でお支払
いをされる予定であるのか教えていただけますと助かりま
す。

30日以内に支払います。支払い
方法については別紙で示しま
す。

126
事業契約
書（案）

17
第四十
八条

維持管理に係る
サービス対価の
支払

サービス対価の支払規定につき開示をお願いします。「別
に定めるところにより」とはどのような形態で開示されるの
でしょうか。

３項の「別に定めるところ」を、
「通知を受けた日から７営業日以
内」に、４項は、「請求書を受け
取った日から３０日以内」に、変
更します。

127
事業契約
書（案）

18
第四十
八条

維持管理に係る
サービス対価の
支払

4項１行目に「別に定めるところにより」とありますが、事業
契約書内に該当する箇所がありません。収支計画を策定
する上で必要ですので、支払方法、支払時期等をご提示
して頂けないでしょうか。

別紙で示します。

128
事業契約
書（案）

18
第四十
八条

維持管理に係る
サービス対価の
支払

4項4行目に「別に定めるところにより、維持管理・運営に係
るサービス対価を減額することが出来る」とありますが、事
業契約書内に該当する箇所がありません。モニタリングに
よる維持管理・運営業務に係るサービス対価の減額方法
をご提示下さい。

「別に定めるところにより」は削除
し、未達の影響を維持管理全体
の水準と比較して、減額の額を
協議決定します。具体的な方法
については、契約時に協議の
上、決定します。

129
事業契約
書（案）

18
第四十
八条

維持管理に係る
サービス対価の
支払

「年１回町で実施するモニタリングに問題がなければ維持
管理・運営のサービス対価の翌年度１年間の支払いは確
定される」との記載がございますが、事業者が提出する報
告書は月次であり、これにもとづき3カ月ごとにサービス対
価が支払われる、との理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

130
事業契約
書（案）

18
第五十
条

物価変動に基づく
サービス対価の
変動

4行目に「別に定めるところにより」とありますが、事業契約
書内に該当する箇所がありません。ご提示頂けないでしょ
うか。

「別に定めるところにより」を、「年
間の維持管理・運営費を、１００
分の１．５を超える分を乗じて」に
変更します。
また、条文中「３年」の表記は、
「１年」に修正します。

131
事業契約
書（案）

18
第五十
一条

物価変動に基づく
施設整備に係る
サービス対価の
変更

著しい変動とは、どの程度の変動を想定しているのでしょ
うか。

年間１．５％以上の変動を想定し
ています。

132
事業契約
書（案）

18
第五十
条

物価変動に基づく
サービス対価の
変動

消費者物価指数は総務省が公表するものではないでしょ
うか。

ご指摘の通りですので修正しま
す。

133
事業契約
書（案）

18
第五十
条

物価変動に基づく
サービス対価の
変動

第五十一条に「物価の変動に基づく施設整備費に係る
サービス対価の変更」が記載されていることから、当該条
項は施設整備費以外に適用との理解でよろしいでしょう
か。

ご理解の通りです。

134
事業契約
書（案）

18
第五十
条

物価変動に基づく
サービス対価の
変動

公表される消費者物価指数は数種類の指標が公表され
ておりますが、何時の時点のどの指標を基に算定されるの
でしょうか。計算根拠を明確に規定して頂けませんでしょう
か。

指標の確定については、提案の
指標等をベースに協議して、確
定します。
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

135
事業契約
書（案）

18
第五十
条

物価変動に基づく
サービス対価の
変動

消費者物価指数は家計に係る財及びサービスの価格等
を総合した物価の変動を表すものであり、企業のサービス
料金動向を反映したものではないことから、指標として日
銀が公表する「企業向けサービス価格指数」等他の指標
を参考にすべきではないでしょうか。

指標の確定については、提案の
指標等をベースに協議して、確
定します。

136

入札説明
書および事
業契約書
（案）第五
十条

18
第五十
条

物価変動に基づく
サービス対価の
変動

事業契約書（案）第50条１項「３年毎に指標を調べ100分
の1.5以上変動した場合においては別に定めるところによ
り、維持管理・運営に係るサービス対価の変更を請求でき
る」とあります。また、入札説明書Ｐ26（別紙　リスク分担表）
では物価変動リスクは年間変動1％を超えた場合は町の
負担となっています。こちらについては年間変動1％として
いただけませんでしょうか。

事業契約書（案）第五十条のうち
「３年」を「１年」に変更し、「別に
定めるところにより」を、「年間の
維持管理・運営費を、１００分の
１．５を超える分を乗じて」に変更
します。

137
事業契約
書（案）

18
第五十
一条

物価変動に基づく
施設整備に係る
サービス対価の
変更

大規模修繕の対価についても物価変動による対価の変更
は適用されるのでしょうか。

大規模修繕の発注時に、実施金
額を決定します。提案提出時点
との物価変動等については考慮
します。

138
事業契約
書（案）

19
第五十
二条

金利変動に伴う
サービス対価の
変更

「入札時に使用する基準金利」とは、いつのどの様な金利
を使用するのかご教示下さい。

「平成24年８月１日午前10時に
公表される東京スワップ・レファレ
ンスレート（T.S.R）としてテレレー
ト17143ページに表示されている
6ヶ月LIBORベース２５年物（円/
円）金利スワップレート」としま
す。

139
事業契約
書（案）

19
第五十
二条

金利変動に伴う
サービス対価の
変更

入札時に使用する基準金利はどこに記載されるのでしょう
か。

No138の回答と同様です。

140
事業契約
書（案）

19
第五十
二条

金利変動に伴う
サービス対価の
変更

提案時の基準金利は何パーセントとすればよろしいでしょ
うか。

No138の回答と同様です。

141
事業契約
書（案）

19
第五十
二条

金利変動に伴う
サービス対価の
変更

「改定後の基準金利は25年物（円/円）金利スワプレートと
する。」とあります。固定金利期間25年は他のPFI事業と比
較すると極めて長いことから、固定金利期間を10年とし10
年後及び20年後に金利改定として頂けないでしょうか。

金利の設定は、事業者の提案と
しますが、町の支払いは、あくま
で、事業者が提案する想定家賃
総収入の９０％までですので、そ
の旨、ご理解の上、金利計算を
行い、提案金額、家賃設定を
行ってください。

142
事業契約
書（案）

19
第五十
二条

金利変動に伴う
サービス対価の
変更

原案では基準金利、上乗せ金利が何の金利であるである
が、不明確であり、施設整備のサービス対価の分割支払
にかかる割賦金利であることを明確に記すべきではないで
しょうか。

ご理解の通りです。原案通りと
し、契約交渉時点で明確にしま
す。

143
事業契約
書（案）

19
第五十
二条

金利変動に伴う
サービス対価の
変更

本案は事業契約書案ですので、「入札時に提案された利
率」という提案書を参照する記述はさけるべきで、「上乗せ
金利は●●％とする」という表現に修正するべきではない
でしょうか。

ご理解の通りです。原案通りと
し、契約交渉時点で明確にしま
す。

144
事業契約
書（案）

19
第五十
二条

金利変動に伴う
サービス対価の
変更

2項基準金利は25年間固定とのことですが金融機関に確
認したところ、この条件では融資実行が非常に難しいとの
ことでした。25年間固定では事業リスクを見据えスプレッド
を非常に高めに設定されてしまいます。そこで金利の見直
しについて10年、10年、5年の3回が理想ですが10年、15
年または15年、10年の2回でご検討をお願いできませんで
しょうか。事業期間中、金利の見直しが入ることでスプレッ
ドが抑えられ、町が支払う金利負担が軽減されます。ま
た、軽減された金利分を町の大規模修繕費としてプール
できるため町、事業者にとってメリットがあると考えます。

金利の設定は、事業者の提案と
しますが、町の支払いは、事業
者が提案する想定家賃総収入
の９０％までですので、その旨、
ご理解の上、金利計算を行い、
提案金額、家賃設定を行ってく
ださい。

145
事業契約
書（案）

19
第五十
四条

サービス対価の
変更方法

十三条、十四条、十六条のケースは本条においては該当
しないのでしょうか。

本条の規定については、内閣府
が公表する「ＰＦＩ標準契約」を参
考にして作成したものですので、
ご質問の条文の該当の有無に
ついて、現在内閣府に照会中で
す。契約締結までに明らかにし
ます。
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

146
事業契約
書（案）

19
第五十
五条

サービス対価の
変更等に代える
業務要求水準書
の変更

特別な理由とは、どのようなものを想定しているのでしょう
か。

具体的な想定はありません。
サービス水準の変更をしても、双
方にリスク負担が生じない場合
などと考えております。

147
事業契約
書（案）

20
第五十
六条

管理者等の解除
権

「別に定めるところにより」とは、どのような形態で開示され
るのでしょうか。本条は契約解除事由ですので、別に定め
るのではなく、本契約書条文中に記載して頂けませんで
しょうか。

契約交渉により、決定します。

148
事業契約
書（案）

21
第五十
六条

管理者等の解除
権

第56条では、選定事業者に帰責による事由により契約解
除となった場合、違約金の支払やお損害賠償の負担の規
定がありますが、貴町の帰責による事由により契約解除と
なった場合の違約金及び損害賠償負担の規定がありませ
ん。（本条2項では、損額の賠償を請求が出来ると規定さ
れているのみです。）選定事業者との公平性を保つために
も貴町の帰責による事由により契約解除となった場合、同
程度の違約金及び損害賠償の規定として下さい。

原案の条文の通りとします。
なお、契約締結時の協議により
決定することを想定します。

149
事業契約
書（案）

21
第五十
六条2二

違約金
「[3]{1年間の維持管理・運営費}に相当する額のサービス
対価」は「維持管理・運営業務に係るサービス対価の1年
分」との理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

150
事業契約
書（案）

21
第五十
六条2二

違約金
{1年間の維持管理・運営費}とは、事業契約が解除された
日が属する事業年度の「維持管理・運営業務に係るサー
ビス対価の1年分」との理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

151
事業契約
書（案）

21
第五十
七条

2項「選定事業者に損害を及ぼしたときは、その損害を賠
償しなければならない」とありますが、契約解除に伴い金
融機関へのブレイクファンディグコスト等の金融費用も負
担頂けるとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

152
事業契約
書（案）

21
第五十
七条

契約解除において損害賠償に加え、事業者の逸失利益も
ついても補償頂けるのでしょうか。

契約交渉により、決定します。

153
事業契約
書（案）

21
第五十
八条

選定事業者の解
除権

サービス対価が5/100以上減少したときには契約解除が
可能とされておりますが、履行済みの業務にかる対価は、
変更前の水準でお支払頂けるのでしょうか。

ご理解の通りです。

154
事業契約
書（案）

22
第六十
条

完工前の解除の
効力

3項に「別に定めるところにより」とありますが、事業契約書
内に該当する箇所がありません。ご提示頂けないでしょう
か。

条文中の「別に定めるところによ
り」を削除します。

155
事業契約
書（案）

22
第六十
条

完工前の解除の
効力

施設の完工前に契約解除となった場合、サービスの対価
はどのようにお支払いただけるのでしょうか

出来形により支払います。

156
事業契約
書（案）

22
第六十
二条

完工後の解除の
効力

施設の完工後に契約解除となった場合、サービスの対価
はどのようにお支払いただけるのでしょうか。

出来形により支払ますので、完
工後は、施設整備関連は全額、
維持管理関係は、完了分を支払
います。

157
事業契約
書（案）

23
第六十
二条

完工後の解除の
効力

4項及び5項の「施設整備に係るサービス対価の残額」と
は、施設整備に係る割賦手数料を含むとの理解でよろし
いでしょうか。

その時点で元本相当額が支払
われ、その後の融資は解消され
るとの判断より、割賦手数料は含
まれません。

158
事業契約
書（案）

23
第六十
二条

完工後の解除の
効力

5項に「別に定めるところにより」とありますが、事業契約書
内に該当する箇所がありません。ご提示頂けないでしょう
か。

出来形で完了分を払います。別
に定めるところによりを、「出来形
により」に変更します。
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

159
事業契約
書（案）

24
第六十
六条

遅延損害金
いつの時点の利率が適用されるのでしょうか。本契約締結
時点でしょうか。事象が発生した時点でしょうか。

遅延事象が発生した時点としま
す。

160
事業契約
書（案）

24
第六十
六条

遅延損害金
損害金の利率に[　]がついていますが、利率0.01％は確
定したものではないのでしょうか。未確定ということであれ
ば、確定するのはいつになるのでしょうか。

遅延事象が発生した時点で、政
府契約の支払遅延防止等に関
する法律（昭和二十四年法律第
二百五十六号）第八条第一項の
規定に基づき、財務大臣が定め
る政府契約の支払遅延に対する
遅延利息の率とします。また、条
文中の［］の数値は削除します。

161
事業契約
書（案）

24
第六十
七条

建設工事保険等

「業務要求水準書に定めるところにより」建設工事保険、
第三者賠償責任保険の加入が規定されていますが、業務
要求水準書では、付保保険の内容が記載されていませ
ん。どの様な内容の保険付保が必要かご教示頂けないで
しょうか。

「業務要求水準書の定めるところ
により」を削除します。

162
事業契約
書（案）

25
第六十
九条

経営状況の報告
「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」とは国
の行政機関を対象にした法律であり、貴町の情報公開条
例に該当するものが正しいのではないでしょうか。

山北町情報公開条例に訂正しま
す。

163
事業契約
書（案）

25
第六十
九条

経営状況の報告

会計監査人又は監査法人を置く、とありますが金融機関
からの監視を受けること、本事業の事業規模および事業
内容に鑑み、会計監査人又は監査法人による監査の実
施を免除とさせていただけませんでしょうか？

免除とし第六十九条の条文を削
除します。

164
事業契約
書（案）

－ － －
その他関連業務に関する規定、大規模修繕業務に関する
規定はないのでしょうか。

契約交渉により決定します。

165
事業契約
書（案）

－ － －

本契約書案において、「別に定めるところにより」と記載さ
れ、開示頂けていない箇所が多数あることから、新たに開
示されるもの及び今回の回答に対する質疑を含めた新た
な質疑応答の機会の設定、スケジュールを開示頂けませ
んでしょうか。

質問を転出頂いた事業者に対
し、ヒアリングを実施します。ヒア
リングの内容と回答については
後日入札参加表明書提出前ま
でにＨＰにて公開します。

166
事業契約
書（案）

－ － －
特定事業の選定において、PFI法8条に基づく、客観的評
価としてのVFMの金額若しくは削減率等の開示は行われ
ないのでしょうか。

本事業は検討の結果、財政負担
がないとの結果が出ております。
そのため、ＰＳＣの財政負担額を
分母として算出するＶＦＭ、財政
負担額縮減率は計算が不可能
となるため、開示しておりませ
ん。

167
事業契約
書（案）

－ －
記載内容の齟齬
について

事業契約書（案）の齟齬につきましては事業契約締結時
にご修正いただけるとの理解でよろしいでしょうか。

締結時までに、修正します。

168
事業契約
書（案）

－ － 契約書様式

契約書（案）様式として見出しにおける条、号は漢数字、
項は数字を使用しておりますが、条文中における項の表
記について漢数字を採用しており、見出しに合わせて条
文中の項の表記を数字に修正して頂けませんでしょうか。

事業契約書（案）を修正します。

169
事業契約
書（案）

－ － 定義
契約書（案）において「施設」、「PFI施設」という語句が混
在しておりますので、統一していただけませんでしょうか。

事業契約書（案）の表現を「ＰＦＩ
施設」に統一し、修正します。

170
事業契約
書（案）

－ － 定義
付帯施設等を含むのかが不明確であることから「山北町北
側定住促進住宅施設」という定義が必要ではないでしょう
か。

定義を条文に加えます。

171
事業契約
書（案）

－ － 前払金
本施設の整備に係る工事請負契約について、前払金等
の資金手当てはどうなりますか？ご回答をお願いいたしま
す。

完成後の一時金と割賦金のみと
なります。
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■質問及び回答

書類名 頁 内容
NO

質問内容
回答

質問項目

172
実施方針
質問書回
答（２）

－ －

初期入居者の募
集の宣伝業務
（P-3　上から4段
目）

質疑回答で「町は、９０％までの家賃保証をします。」とあり
ましたが、サービス対価の支払いについては、予定価格
の９０％は保証いただけるとの理解でよろしいでしょうか。

入居者が少なく、家賃収入が
サービス対価の支払いに届かな
い場合も、事業者が提案する想
定家賃総収入の９０％までは、
サービス対価を支払います。
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